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長期戦略策定懇談会、山の日キャンペーン、ADB気候変動の成長戦略、TCFD賛同企業 (2018

年 8月 10日配信) 

 

●パリ協定に基づく成長戦略の策定に向けた懇談会を開催（内閣官房、外務省、経済産業省、

環境省） 

内閣総理大臣の指示の下、脱炭素化に向けた長期戦略の基本的な考え方について議論する

ため、各界の有識者による懇談会を設置し、8 月 3日にその第１回を開催しました。 

この懇親会は、日本が 2019年の G20議長国として、世界のエネルギー転換・脱炭素化を牽

引するという決意のもと、パリ協定に基づく成長ビジョンとして、温室効果ガス低排出型の

経済・社会を発展させる長期戦略の策定を目指すものです。 

http://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/post_41.html 

 

 

●第 3回「山の日カーボン・オフセットキャンペーン」を実施 

環境省は、経済産業省との連携のもと、毎年 8 月 11日の前後に、“地産地消”型の「山の日 

カーボン・オフセットキャンペーンを実施しています。このキャンペーンは、国立公園周辺

などで行われる山の日関連イベントで排出される CO2 を、周辺地域における CO2 削減・吸

収量で埋め合わせるものです。 

2018 年 8 月は、富士箱根伊豆国立公園、阿蘇くじゅう国立公園とその周辺観光施設、およ

び高尾山周辺で、同キャンペーンを実施します。 

https://www.env.go.jp/press/105780.html 

 

 

●アジア開発銀行（ADB）が、2030年に向けた長期戦略において、優先事項のひとつに「気

候変動への対応」を明記 

アジア開発銀行（ADB）はこのたび、2030年に向けた長期戦略「ストラテジー2030」を公表

しました。この戦略は、ADBのビジョンや、変化を続けるアジア・太平洋地域のニーズへの

対策を定めたものです。 

この戦略の中で重点的に取り組むべき優先事項として、「貧困や不平等への対処」「ジェンダ

ーの平等」などとともに「気候変動への対応強化」を挙げており、2030 年までに ADB が実

施に合意した案件の 75%以上で、気候変動の緩和と適応を支援することを目標としています。 

https://www.adb.org/news/adb-launches-strategy-2030-respond-changing-needs-asia-

and-pacific 
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●気候変動に関する情報開示を求める TCFDに賛同する企業が 300社を突破。日本企業も急

増して計 20社・3機関に 

気候関連財務開示タスクフォース（TCFD：Task Force on Climate-related Financial 

Disclosure）は、金融安定理事会（*）のもとに創設された特別組織です。2017年には、気

候変動に伴う財務リスクや機会、影響評価に関する情報開示のあり方についての報告書(ガ

イドライン)を発表し、統一的なルールづくりに関心があった世界中の企業・組織から注目

を集めました。TCFD によると、2018年 7月時点でガイドラインへの支持を表明する企業は

世界で 315社に達しています。 

日本でも今年に入って表明企業が相次いでおり、7月には地方銀行では初となる滋賀銀行や、

三井住友信託銀行、三菱商事、積水ハウス、住友林業、野村総合研究所等が支持を表明しま

した。機関では環境省と日本公認会計士協会が支持表明を行っており、合計で 20 社・3 機

関に達しています。 

 

（*）金融安定理事会・・・199年に設立された金融安定化フォーラムを強化・拡大して 2009

年に設立された組織。2017年末時点で主要 25カ国・地域の中央銀行や国際通貨基金（IMF）、

世界銀行、国際決済銀行（BIS）、経済協力開発機構（OECD）などが参加。 

https://www.fsb-tcfd.org/tcfd-supporters-august-2018/ 

https://www.env.go.jp/press/files/jp/109628.pdf 
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